予算要求資料
平成27年度9月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　新フィリピン・ベトナムプロモーション事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

商工労働部 観光国際局 観光誘客課 海外誘客係　電話番号：058-272-1111（内2355）

　　　　　　　E-mail： c11335@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　30,000千円（現計予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	30,000
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
欧州やアセアン諸国など海外から我が国への観光客が飛躍的に増加する
中、その取込みを全国各地域が競っており、当県としても市町村と連携し、海外からの誘客と認知度向上を図る必要がある。
　そこで、成長著しく訪日旅行の有望市場であり、本年度トップセールスを行い本格的なプロモーションを開始したフィリピン・ベトナムにおいて本県の更なる認知度向上のためのプロモーション及びそれに必要なＰＲ素材の作成を行い、トップセールスのフォローアップを図る。
（2） 事業内容
1 フィリピン・ベトナムメディア広告事業（13,000千円）
フィリピン、ベトナムの主要新聞、旅行雑誌や主要ポータルサイト、屋外広告等に観光ＰＲ広告を掲載するとともに、岐阜県を含む旅行商品を

販売する旅行会社の広告支援をすることで本県への誘客を促進する。
2 フィリピン・ベトナム旅行会社招へい事業（5,000千円）
フィリピン、ベトナムの旅行会社を招へいし県内観光地の視察を行い旅行商品の造成を促進する。

3 冬向けプロモーション映像制作事業（8,000千円）
南国フィリピン、ベトナムへ訴求力のある本県の冬の魅力を発信するためのＰＲ映像を制作し、ホームページ等への掲載、海外でのＰＲイベントで活用するなど、より効果的なＰＲにつなげる。

4 観光ＰＲポスター作成事業（4,000千円）

フィリピン、ベトナムを中心とした海外へより効果的なＰＲを行うため、統一感を持った観光ＰＲポスターの作成を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）
　　　上乗せ交付分充当
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	560
	①フィリピン・ベトナムメディア広告事業経費　　　　500千円

②フィリピン・ベトナム旅行会社招へい事業　　　　　　60千円

	委託料
	29,440
	①フィリピン・ベトナムメディア広告事業経費　　　12,500千円

②フィリピン・ベトナム旅行会社招へい事業経費　　4,940千円
③冬向けプロモーション映像制作事業経費　　　　　8,000千円
④観光ＰＲポスター作成事業経費　　　　　　　　　4,000千円

	合計
	30,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想

　　１　新たな「成長・雇用戦略」の展開

　　　・外国人観光客のさらなる拡大に向けた取組の強化

　　・岐阜県成長・雇用戦略

　　　最重要プロジェクト「観光産業の基幹産業化プロジェクト」

　　・外国人観光客倍増プロジェクト
（２）事業主体及びその妥当性
外国人観光客の誘致については、長期計画でも位置づけた県の役割であることから、県が国の交付金事業を活用し事業主体として実施することが妥当。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	成長著しく訪日旅行の有望市場であり、本年度トップセールスを行い本格的なプロモーションを開始したフィリピン・ベトナムにおいて本県の更なる認知度向上のためのプロモーション及びそれに必要なＰＲ素材の作成を行い、トップセールスのフォローアップを図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県内外国人宿泊者数
（観光庁宿泊旅行統計）
	－人
（H　）
	13万人
（H23）
	26万人(H24）
	41万人
（H25）
	60万人
（H29）
	68.3％



  ※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	北陸新幹線の金沢開業等により首都圏からの新たなゴールデンルートとして、一層外国人観光客が訪問することが期待されることから、飛騨市３市１村と連携し、積極的な施策を展開していく必要性がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
今年度の知事による海外トップセールスでの手ごたえを、飛騨地域３市１村との連携により着実な誘客につなげる必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　海外からの誘客は継続的に取り組むことが大切であるため、フィリピン・ベトナムなど新成長市場での岐阜県の認知度の向上を図るとともに北陸新幹線の延伸による旅行者の利便性の向上等を強くＰＲする。


